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地域特性に応じた集落営農組織の育成（平成 28～31 年度）

１ 要約

高知市の地域農業の維持・活性化を目的として、集落営農組織等の育成を図った。

新たな組織の育成に向け、集落営農塾（組織化講座）の開催や個別の啓発活動を行

った。また、既存組織のレベルアップを図るため、集落営農塾（ステップアップ講

座）を開催し、法人化や園芸品目の導入を支援した。その結果、1 地区で集落営農組

織が設立された。既存組織においては、経営発展に向けて 3 組織が新品目の導入や

水稲作業の共同化に取り組み、そのうち 1 組織が新たにこうち型集落営農組織とな

った。また、1 組織で法人化発起人会が設立された。

２ 課題を取り上げた理由（背景・目的）

高知市の農業は、高齢化・担い手不足、農産物価格の下落や機械投資等による農

家の経営圧迫等により、地域農業の継続への危機感が高まっている。そのため、共

同機械の利用や作業受託等による省力・低コスト化、基幹品目の産地維持等、地域

の特性や課題に応じた地域を担う仕組みづくりが求められている。こうした課題を

ふまえ、関係機関と連携して、地域特性に応じた担い手（集落営農組織等）を育成

し、地域農業の維持・活性化を図る。

３ 対象および連携する団体

高知市中山間地域及び平坦部稲作地域、

高知市担い手育成総合支援協議会、農地中間管理機構

４ 目標（評価指標）

５ 主な活動内容

１）地域特性を活かした新たな集落営農組織の育成

地域のリーダー等に集落営農の理解を深めてもらう

ため「集落営農塾（組織化講座）」を 4 回開催した。組

織づくりについての講習や、有望品目(イタドリ）調査

評価指標 現状 目標 実績

集落営農塾（組織化講座）の参加集落数 20 20 24

準備会設立組織数 2 2 0

組織数（延べ） 9 10 10

集落営農塾（ステップアップ講座）の参加組織数 9 9 5

収入前年比 1 割増組織数 － 1 2

こうち型集落営農組織数 4 5 5

和歌山県へのイタドリの視察

(組織化講座①)
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のための先進地視察、また、土佐山柚子生産組合を対象に柚子の共同防除に向けた

ワークショップ等を行った。さらに、集落営農に関心を示した集落や組織に対して

は、アンケート調査や集落営農組織へのステップアップを支援した。

２）既存集落営農組織のレベルアップ

既存組織を対象に、「集落営農塾（ステップアップ

講座）」を 4 回開催した。組織活動における課題を共

有し、専門家の助言を頂く講演会を開催した。これを

機に、梅ノ木ファームでは法人化への関心が高まった

ため、経営シミュレーションや状況の似た法人組織の

視察等の研修を実施した。また、網川営農組合の園芸

品目の共同栽培指導により、こうち型集落営農へのス

テップアップを支援した。

その他の組織においても、組織収入の向上や共同作業化のため取組を啓発・推進

した。新たな品目を導入した組織においては、販売先の確保や販促活動の支援を行

った。

６ 活動の結果および成果

１）結果

①地域特性を活かした新たな集落営農組織の育成

集落営農塾（組織化講座）には 24 集落（延べ 110 名）の農家が参加した。また、

集落営農の啓発（1 組織）、リーダー面談（3 集落）、アンケート調査（3 集落）等

様々な機会を捉えた活動により、幅広く集落営農の取り組みを周知することがで

きた。土佐山柚子生産組合では、共同防除に対する関心は多かったものの今年度

の実施には至らなかったが、せん定作業の受託組織の編成に向けての協議が始ま

った。大津地区では、昨年設立された作業受託組織「土佐舟入ファーム」が新た

に集落営農組織となり、共同機械の導入に向けての話し合いが行われた。

②既存集落営農組織のレベルアップ

集落営農塾（ステップアップ講座）には延べ 28

名の農家が参加した。専門家の助言や先進事例の

研修により、各々の組織の課題解決や協業経営、

法人化等への取り組みの可能性について組織内で

検討するきっかけとなった。

梅ノ木ファームでは9月に法人化発起人会が発足

し、来年 4 月の設立に向けて事業計画作成や法人

運営に関する協議を重ねている。

網川営農組合では、園芸品目（伝統野菜：山内家

伝来ダイコン）を導入し、共同栽培・販売や PR に

取り組んだことにより組織収入が 7.5 万円/2a 向上

楠本先生を招いてのｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ講座

梅ノ木ファームの法人化発起人会

山内家伝来ダイコンの

共同栽培（網川）



- 9 -

し、こうち型集落営農組織へステップアップできた。また、三谷集落営農組合で

は、加工ワサビと伝統野菜の白ネギの栽培、七ッ淵筍加工組合では、山内家伝来

ダイコンの栽培と水稲作業の共同化の新たな取り組みが行われた。

２）成果

①地域特性を活かした新たな集落営農組織の育成

集落リーダーが集まる機会だけでなく、部会等も対象として集落営農塾や研修

会を行うことで、広く集落営農に関する理解が深まった。土佐山柚子生産組合で

は、ワークショップ等を通じて、農業を地域内で助け合い、守っていく意識付けが

できた。大津地区では集落営農組織が立ち上がったことで地域の水田を守る体制が

強まった。

②集落営農組織のレベルアップ

既存組織では構成員の高齢化等や意欲の減退により、マンネリ化や活動が停滞

する組織も現れるなか、法人化や新規品目の導入による所得向上を推進したこと

で、構成員の意識の変化や組織の活性化がみられ、継続的な組織づくりにつなげ

ることができた。

７ 残された課題および今後の活動

１）残された課題

新たな組織化に向けた動きが弱い。特に中山間地域では中山間地域等直接支払

制度の共同活動で精一杯であり、労力や意欲面で集落営農を行える余裕がない集

落が多い。また、集落営農を推進するリーダーが不足している。

既存組織では、高知市の第 1 号集落営農法人となる梅ノ木ファームの法人化を支

援し、モデル組織として育成していく必要がある。その他の組織についても、更

なる組織収入の向上や法人化等の活動のステップアップを推進していく必要があ

る。

２）今後の活動

・対象に応じた集落営農塾（組織化講座、法人経営講座）の開催により、リーダー

を育成や、構成員の理解度を深める。

・座談会や準備会において、組織化、法人化に向けた話し合いを支援する。

【担当者および部門名】

丸吉美幸・佃浩輔（集落営農部門）、小笠原香（地域営農担当総括）

西本年伸（産地育成担当総括）、伊藤政雄（果樹部門）、森澤美紀（野菜部門）
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春野地区

介良・沖ノ丸環境保全営農組合

（平成 20 年 6 月 19 日設立）

高須長場江営農組合

（平成 21 年 3 月 8 日設立）

七ツ渕筍加工組合

（昭和 55年 3月 25日設立）

三谷集落営農組合

（平成 24 年 3 月 15 日設立）

土佐山網川営農組合

（平成 27年 1月 28日設立）

梅ノ木ファーム

（平成 21年 6月 23日設立）

久万川地区集落協定営農組合

（平成 26 年 4 月 20 日設立）
菖蒲集落協定

営農組合

（平成 13 年設立）

日ノ浦・土佐山

集落協定営農組合

（平成 20 年 12 月 1 日設立）

土佐舟入ファーム

（平成 29 年 7 月 2 日設立）

高知農業改良普及所管内での集落営農組織


